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１．施策の対象と意図の指標
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２．施策の役割分担

３．評価結果

③他団体との比較 （近隣市町、県・国の平均と比べて成果水準は高いのか、低いのか、その背景・要因は？）

5 年度

（5年度の事務事業や取組の成果は？うまくいかなかった取組・問題点と原因は？）

②施策全体の今後の課題と改革改善の方向
令和5年に岡山県が行ったアンケートでは、幸福感を感じる施策が第2子第3子につながるという結果が出ている。保護者が子育てを楽しいと思え、子育ての負担感を軽減する施
策を進める必要があると考える。また鏡野町が令和6年に実施したアンケートでは、回答した就学前のこどもの保護者の約3割、小学生保護者の約4割が経済的理由で直近1年
間に生活必需品が買えない、料金支払いが遅れるといったことが「あった」と回答している。親の所得がこどもの教育や養育環境に影響を及ぼすことから、こどもの貧困対策につ
いても考えていく必要がある。このことから、子育て支援の充実としては、次のことに取り組む。
・子育て世代のニーズを把握し、子育てしやすい町づくりを一層推進するため、第3期鏡野町子ども・子育て支援事業計画を策定する。
・待機児童の解消や一時預かり等の充実のため、保育士確保に向けて様々な方策を講じる。その上で、こどもの預かりの制度の充実を整える。
・子育て支援センター、こども家庭センターを中心に、子育てについて気軽に相談したり悩みを話せる体制を整える。
・必要な人を産後ケア事業や子育て世帯訪問支援事業につなげ、子育ての負担や不安の軽減を図る。
・家庭における養育力の向上（父親の育児力向上）や、子育ての不安軽減や虐待予防の観点から保護者同士の交流を促す内容の母子保健事業の実施について検討する。
・低所得世帯における各種事業の利用料軽減について検討する。
・放課後児童クラブのよりよい運営に向け、委託事業者に対して必要な指導等を行う。また、待機児童を発生させないため、利用希望者数を把握し、必要な施設整備を行う。
・鶴喜保育園については、新園舎建築により待機児童の受皿及び、一時預かり保育の充実を目指す。

①施策の成果向上につながった主な事務事業
②施策の成果向上のため改善を要する主な事務事業

発達障害者支援事業費、各園経常管理費、子育て支援センター経常管理費、母子保健事業費

子ども第三の居場所事業

①今後施策の成果向上につなげる主な事務事業 子育て世帯訪問支援事業、子育て支援センター経常管理費、産後ケア事業

・保健師に加え、臨床心理士、理学療法士といった鏡野町の専門職の体制は他市町村と比較すると充実しており、早い段階から必要なこどもを支援につなげることができてい
る。令和5年度からは座位姿勢を改善するため、町理学療法士監修のもと、特注で作成した椅子を必要なこどもに提供している。
・待機児童は令和4年度に引き続き発生した。広域保育の利用などにより、保護者の仕事と子育て両立の支援に努めた。保育士確保のためあらゆる方策を講じたが、有効な解
決策は見出せていない。また、国が進める「こども誰でも通園制度」についても実施を検討したが、保育士確保が障壁となり断念した。
・こども家庭センター相談室の設置、子ども第三の居場所設置等により、虐待、その他支援を要するこどもや家族を支援する体制づくりを図った。
・妊産婦等の支援として、子育て世帯訪問支援事業創設、産後ケア事業の充実を行った。子育て世帯訪問支援事業については、周知の強化を図り、利用増を目指す必要があ
る。産後ケア事業については、新たに訪問型、デイサービス型のサービスを開始したことから利用者増につながっている。
・放課後児童クラブ事業については、令和6年度から民間事業者により運営することになり、これに向けて事業者の選定、保護者その他関係者への説明、事業者との調整等を
行った。
・子育てしやすいイメージの向上に向け、申請、手続のうち可能なものは、電子申請ができるようにした。

③施策全体の振り返りと総括

→

105.8% 77.0%

ア 出生児数

⑥成果指標の
把握方法と
算定式等

ア)住民基本台帳により把握（年度集計）
イ）ウ）町民アンケートにより把握
　　　　（対象者1,000人中432人が回答）
エ）子育て支援センター報告値（年度集計）

ウ
仕事と子育てが両立できていると
思う町民の割合

％

71.0

105.4% 94.2% 93.0%

107.3%

金平　美和子

関係課名 健康推進課 学校教育課 生涯学習課  シート作成者
岩谷理恵子
新見昌明
草苅良子

世帯

615
イ 未就学児童数

人

ア

71.3 75.9

※他団体のアンケート結果は把握ができないため、出生数のみで比較する。
※出生数は、岡山県が公表している「市町村別人口動態」（R5.4～R6.3）から把握した。
出生数（前年度比）は、岡山県11,514人（93％）、鏡野町84人（124％）、津山市611人（96％）、真庭市202人（100％）、勝央町76人（112％）、奈義町
43人（110％）、久米南町17人（74％）、美咲町51人（88％）。比較検討に用いた市町では、減少しているところが多く、県全体でも減少しているが、鏡
野町、勝央町、奈義町は増加している。増加している市町の中では鏡野町が最も増加率が大きく、県全体でも早島町（140％）に次いで2番目に高
い率になっている。
令和４年合計特殊出生率は、鏡野町1.77、岡山県1.39、全国1.26、岡山県、全国と比較してかなり高い。
これらのことから、「高い水準」を選択した。

高い水準

ほぼ同水準

低い水準

5,000

エ
子育て支援センターを利用した人
数（参考）

国は、令和5年12月22日「こども大綱」を閣議決定し、幅広いこども施策を総合的に推進することとした。また、若年人口が急激に減少する2030年代に入るまでが人口減少を食い
止めるラストチャンスととらえ、「こども未来戦略」を閣議決定し、構造的賃上げ等と併せて経済的支援を充実させ、若い世代の所得を増やすこと、社会全体の構造や意識を変え
ること、すべてのこども・子育て世帯をライフステージに応じて切れ目なく支援することの3つを基本理念として抜本的に政策を強化することとした。
鏡野町においては、令和5年12月21日に「鏡野町こども基本条例」制定、「こどもまんなか応援サポーター宣言」を行い、こどもまんなかの子育て支援を推進することとした。保育
園、こども園等では、こどもの最善の利益を大切に、一人ひとりの育ちに着目した保育を実践し、利用する保護者の満足度は高い一方で、保育士等の人材確保が進まないため
入園できなかった保護者や育児休業により退園することとなった保護者等からは、体制の充実を望む声が多くある。また、育児や教育に係る費用の負担軽減をしてもらいたいと
いった意見も多くある。

4,000 5,000 5,000 5,000

2,912 4,076 5,367

目標値を上回る

向上した

81.5% 107.3% 107.3%

②成果指標の時系列比較 （成果は向上したか？低下したか？要因は？）
出生児数は、令和4年度に減少し、令和5年度は増加した。令和4年度は長びくコロナの影響で出産を控えた方が多く、令和5年度はその状況が改
善したことが増加の要因だと考える。子育てしやすい町だと感じている町民の割合は、令和4年度に減少し、令和5年度は増加した。令和４年度に
創設した子育て支援課を中心に、各種子育て施策の充実を図った成果があったものと考える。仕事と子育ての両立ができていると思う町民の割
合は、令和4年度に増加し、令和5年度減少した。アンケートを行った時点の待機児童の状況が、令和４年度よりも厳しかったためと考える。
3項目中１項目は令和3年度4年度よりも低いが、2項目は令和3年度よりは低いが令和4年度より高いことから「ほとんど変わらない」を選択した。

鏡　野　町

の

評価結果

２．施策を取り巻く環境変化（対象の変化、国県の動向、法改正等）と住民からの意見・要望など

３．施策の振り返りと総括

４．施策の今後の課題と改革改善の方向 （今後、新たに取り組むべきこと、さらに力をいれる必要があることは？）

72.8%

⑤成果指標
設定の考え方

　施策の意図に直接関連することから、町民アンケートの「子育てしやす
い町だと感じている町民の割合」と「仕事と子育てが両立できていると思う
町民の割合」を設定した。また、地域の子育て環境を整え、保護者が安心
して子育てすることが、子どもの健全な育成や出生児数の増加にもつな
がることから、出生児数と、参考として子育て支援センターを利用した人
数を設定した。

施策成果向上
に向けた

住民と行政との
役割分担

①住民の役割　（自助・共助・協働でやるべきこと）

・親は、親としての自覚と責任をもって子育てを行う。
・町民は、子育て家庭との交流を心がけるとともに、関心を持つよう
努める。
・地域は、地域全体で子どもを見守り、育てるという認識を持つよう
努める。

１．施策の成果水準とその背景・要因

①施策の目標達成度 （目標値を達成したか、未達成か？その要因は？）
出生児数は、84人、達成率が95.5％で目標値を下回った。15歳～49歳（合計特殊出生率に用いる年代）の女性人口（各年度4月1日時点）は、目標
値を設定した令和2年度から101人減少し、この人口を分母とした出生率は、令和2年度5.0％、令和3年度5.1％、令和4年度3.8％、令和5年度
4.9％。令和4年度以外は、5％前後である。未達成は、人口の減少が最も大きな要因と考える。子育てしやすい町だと感じている町民の割合は
88.5ポイント、達成率98.3％で目標値を下回った。年代別では60歳代が低く、その他は88.9～100ポイントと高い割合になっている。地域を小学校区
ごとに見ると、鶴喜小学校区、香々美小学校区が低く、その他の小学校区は高い。仕事と子育ての両立ができていると思う町民の割合は達成率
94.2％で目標値を下回った。年代別では20歳代、40歳代が特に低い。地域を小学校区ごとに見ると、奥津小学校区以外は低くなっている。町民ア
ンケート2項目が未達成となった要因は、調査の時期が、保育園等の入園結果発送の時期と重なっており、入園保留となった保護者の意見が大き
く反映されたものと推測する。
3項目すべてが目標値を達成していないことから、「目標値を下回る」を選択した。

エ 人

②行政の役割　（町・都道府県・国がやるべきこと）

・町民ニーズの高い子育て支援サービスの充実に努める。
・子育てにかかる経済的負担を軽くするため、費用助成などの拡充に努
める。
・発達障害児（者）の早期発見対応を目指す。

ほとんど変わらない

低下した

目標値どおり

目標値を下回る

イ 子育てと仕事の両立を図ってもらう イ
子育てしやすい町だと感じている
町民の割合

％

91.7%

90.0 90.0 90.0

90.0 84.8 88.5

100.0% 94.2%

ウ 心身ともに健全に育ってもらう

73.0 74.0 75.0

100.4%

→

→
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①施策の対象（誰、何が対象か）　　 ③対象指標(対象の数・規模）

980

イ

子育て世帯

施策番号 116 施策名 子育て支援の充実 令和 5 年度主管課名

人
665652

子育て世帯数

子育て支援課

総合計画
体系

政策名 こころあたたかい福祉の里づくり 年度課長名

ア

未就学児

ウ

→

→
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960 950 940

650 650 650
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1,0051,020

973

650

959
町内の小中学校児童・生徒数

974 966

68.8

89

67 84

90

91

95.5% 94.4% 93.3%

90.0 90.0

98.3% 98.3% 98.3%

72.0

88

972
小中学校児童・生徒 ウ

959 942 924

人

②施策の意図（対象をどうしたいのか） ④成果指標（意図の達成度）

→

86 87

ア 町内で安心して子育てをしてもらう


